
北海鋼機株式会社

金 額 金 額

   　　　　　　　円  　　　　      　円

 　 流 　 動　  資　  産 2,683,866,131  　 流 　 動　  負　  債 2,488,320,518

現 金 預 金 18,780,426 買 掛 金 1,420,294,711

受 取 手 形 10,594,155 短 期 借 入 金 850,000,000

売 掛 金 712,918,153 長 期 借 入 金 60,000,000

電 子 記 録 債 権 36,434,355 （返済一年以内）

製 品 443,985,275 前 受 金 2,687,516

半 製 品 31,363,391 未 払 費 用 49,286,103

原 材 料 592,207,747 預 り 金 6,296,288

貯 蔵 品 27,002,914 リ ー ス 債 務 1,211,000

未 収 入 金 38,103,762 賞 与 引 当 金 57,639,300

預 け 金 654,822,222 法 人 税 等 40,905,600

立 替 金 18,660,471  　 固 　 定　  負　  債 495,947,013

前 払 費 用 2,290,125 長 期 借 入 金 180,000,000

貸 倒 引 当 金 ▲6,280,753 退 職 給 付 引 当 金 315,947,013

短 期 繰 延 税 金 資 産 102,983,888

 　 固　  定  　資  　産 1,344,141,480

 　　有 形 固 定 資 産 1,203,238,692  　 株　 　 主　 　 資 　　 本 1,043,740,080

建 物 730,555,149 資 本 金 300,000,000

構 築 物 45,978,310 資 本 剰 余 金 67,358,764

機 械 及 装 置 196,818,533 資  本  準  備  金 －

車 輛 運 搬 具 84,465 その他資本剰余金 67,358,764

工 具 器 具 備 品 20,258,722 利 益 剰 余 金 676,381,316

土 地 199,824,493 利　益  準  備  金 75,000,000

建 設 仮 勘 定 8,531,020 その他利益剰余金 601,381,316

リ ー ス 資 産 1,188,000 　(繰越利益剰余金) ( 601,381,316 )

 　　無 形 固 定 資 産 － （内当期純利益） ( 237,221,530 )

   　投資その他の資産 140,902,788

投 資 有 価 証 券 4,950,000

出 資 金 11,690,001

保 証 金 1,755,640

長 期 未 収 入 金 12,251,019

貸 倒 引 当 金 ▲98,008

長 期 繰 延 税 金 資 産 110,354,136

4,028,007,611 4,028,007,611資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

　　貸　借　対　照　表　　
平成３０年　３月３１日現在

科 目 科 目

（資産の部） （負債の部）

負 債 合 計 2,984,267,531

（純資産の部）

純 資 産 合 計 1,043,740,080

平成30年6月21日



【個別注記表】

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

1.　資産評価基準及び評価方法

（1）有価証券

・ その他有価証券

時価のあるもの

時価のないもの 移動平均法の原価法

（2）棚卸資産

・ 製品、半製品、原材料及び貯蔵品 移動平均法による低価法を採用している。

2.　固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産

定率法を採用している。

但し、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を含む）及び平成28年4月1日以降に取得した構築物

については、定額法を採用している。

尚、主な耐用年数は以下の通りである。

建物 8～50年

構築物 3～45年

機械及び装置 2～14年

車両運搬具 4年

工具器具備品 2～20年

（2）無形固定資産

定額法を採用している。

3.　引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

（2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与に充てる為、当期に対応する支給見込額を計上している。

（3）退職給付引当金

（4）役員退職給与引当金

　役員の退職金に充てる為、内規に基づく期末現在の要支給額を計上している。

4.　その他計算書類作成の為の基本となる重要な事項　

（1）リース取引の処理方法

（2）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

なお、収益性が低下した棚卸資産については、帳簿価額を切
り下げている。

　債権の貸倒による損失に備えて、一般債権については中小企業の法定繰入率により、回収不能見込額を計
上している。

　従業員の退職給付の支給に充てる為、当期末における自己都合要支給額から中小企業退職金共済受給額
を控除した額を計上している。但し、日鉄住金鋼板㈱よりの出向者については、当期末における非自己都合要
支給額を計上している。

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、新リース
会計基準に準じた会計処理によっている。



5.　金融商品に関する注記

借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ

取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。

6.　会計方針の変更　

平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取り扱いの適用

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取り扱い」（実務対応報告第32号　

平成28年6月17日）を当事業年度に適用し、平成28年4月1日以後に取得した構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に

変更している。

　なお、この変更による当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微である。

Ⅱ．株主資本変動計算書に関する注記

1.　発行済み株式の数

　・前事業年度末における発行済株式総数 普通株式 1,000,000 株

　・当事業年度末における発行済株式総数 普通株式 1,000,000 株

Ⅲ．その他

（1）棚卸資産の低価法影響額について

（2）長期滞留資産の評価損失計上について

（3）リースにより使用する固定資産に関する注記

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、期末残高相当額

（円）

※ 取得価額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高に占める

割合が低いため、利子込み法により算定している。 尚、消費税は含まない。

２．未経過リース料期末残高相当額

一年以内

一年超

合 計 （円）

３．支払リース料、減価償却費相当額

支払リース料 （円）

減価償却費 （円）

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

1,211,000

1,453,200

1,584,000

計 7,920,000 6,732,000 1,188,000

1,211,000

0

　長期に渡り滞留している原材料、製品、半製品、貯蔵品等の棚卸資産について、期末在庫の長期滞留化状
況に応じて、相当の評価額により評価損計上を行っている。尚、前期末計上分の洗替後のこの費用計上による
税引前当期純利益に与える影響額は、16,376,238円である。

取得価額 減価償却累計額 期末残高

車両運搬具 7,920,000 6,732,000 1,188,000

　棚卸資産の評価基準に関して収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法の適用を行っている。尚、前期末
計上分の洗替後のこの費用による税引前当期純利益に与える影響額は、▲7,845,576円である。


